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[目的]高齢者の多剤併用は、有害事象の発現や薬剤費の増大へつながり、社会問題となっ

ている。診療報酬制度においても減薬に対するインセンティブとして、入院では薬剤総合

評価調整加算、外来では薬剤総合評価調整管理料が新設された。これまで当院薬剤部では、

入院患者を対象として多剤併用からの減薬を積極的に実施してきた。しかし、外来患者へ

の対応と減薬患者への退院後のフォローが不十分であった為、新たな取り組みと調査をお

こなった。 

[方法] 

①外来患者への取り組み 

薬剤師、看護師、医事課スタッフ、ドクターズクラークによるチームを編成し、診察時に

内服薬6剤以上の患者を医師に情報提供した。また、患者への啓発として多剤併用のパンフ

レットを渡した。取り組み実施（平成29年12月）前後の薬剤総合評価調整管理料の算定件

数を比較した。 

②退院後の調査 

退院時に薬剤総合評価調整加算を算定した患者を対象に、電話で受診状況、服用薬剤状況

を調査した。 

[結果] 

①薬剤総合評価調整管理料の算定件数は、取り組み前8ヶ月間：0件、取り組み後6ヶ月間：

85件であった。 

②平成28年4月～平成30年3月までに薬剤総合評価調整加算算定患者の303名のうち79名か

ら回答を得た。そのうち46名(58%)の患者で退院時から服用薬剤数が増加しており、その内

容は降圧薬、緩下薬など生活習慣に関わる薬剤であった。 

退院後増薬無群と比較し、増薬有群では、退院後の医療機関数・調剤元数が有意に多かっ

た。 

[考察] 

①多職種と連携し、医師が継続的に減薬を意識した診察ができる仕組みを構築したことで



算定件数増加につながった。病院全体で減薬に取り組むことが重要である。 

②入院中に減薬した患者の過半数は、退院後に増薬されていた。かかりつけ医・かかりつ

け薬剤師に対する減薬の情報提供と患者への啓発が必要である。 


